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北九州市公告第５２０号 

 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第４号の規定によ 

る道路の指定を取り消したので、次のとおり公告する。 

  令和２年７月２１日 

北九州市長 北 橋 健 治 

１ 指定の取消に係る道路の指定年月日及び指定番号 

  平成２５年９月１１日 第６４４３０４号 

２ 指定の取消に係る道路の路線名 

路線名 事業名 幅員（ｍ） 延長（ｍ） 起点 終点 

三郎丸３

０号線 

城野駅北

土地区画

整理事業 

６．００ ４１．００ 北九州市小

倉北区三郎

丸二丁目１

３２８番１ 

北九州市小

倉北区三郎

丸二丁目１

１５番３６ 

３ 指定の取消年月日 

  令和２年７月２１日 

2



北九州市公告第５２１号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次 

の開発行為に関する工事が完了したことを公告する。 

  令和２年７月２１日 

北九州市長 北 橋 健 治   

開発区域又は工区に含まれる地域の

名称 
開発行為者 

北九州市門司区吉志七丁目１４６９

番４ 

北九州市門司区西新町一丁目１１

番２５号（１０１） 

隅田美有紀 
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北九州市公告第５２２号 

 次のとおり応募者に資格条件を付与した公募型プロポーザル方式に係る手続

を開始する。 

  令和２年７月２１日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

１ 業務概要 

（１） 業務名 「ひまわり学習塾」における補充学習管理業務 

（２） 業務内容 中学３年生については、生徒の進路保障という側面から

も確実な学力の定着が必要なことから、中学３年生全員の補充学習教材の

提供及び生徒個々の学習の進捗や理解度に応じた学習内容の提供や助言を

行う委託業務を実施するもの。 

（３） 履行期間 契約締結の日から令和３年３月３１日まで 

２ 参加資格 

  次の各号のいずれにも該当する者であること。 

（１） 北九州市物品等供給契約の競争入札参加者の資格及び審査等に関す

る規則（平成７年北九州市規則第１１号）第６条第１項の有資格業者名簿

に記載されていること。 

（２） 北九州市から指名停止を受けている期間中でないこと。 

（３） 次の申立てがされていないこと。 

 ア 破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条又は第１９条の規定によ 

  る破産手続開始の申立て 

 イ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生 

手続開始の申立て 

  ウ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生 

手続の申立て 

 （４）  次のいずれにも該当しない者であること。 

  ア  役員等（役員及び従業員をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団員 

による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２ 

条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であると認められる 

   者 

イ  暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２ 

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的 

に関与していると認められる者 

ウ  役員等が自己、自社若しくは第三者の不当な利益を得る目的又は第三 

者に損害を与える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用したと認め
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られる者 

エ  役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を 

供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の活動又は運営に協力し、 

若しくは関与していると認められる者 

オ  役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に不適切な関係を有している 

と認められる者 

カ  暴力団員であることを知りながら、暴力団員を雇用し、又は使用して 

いる者 

（５） 法人税及び事業所所在地における地方税（法人住民税、事業税等を 

いう。）が未納でないこと。 

（６） 契約者に選定された場合、履行期限内に当該業務の履行完了が可能 

な体制にあり、かつ、企画提案書提出時の総括責任者が当該業務を担当で 

きること。 

３ 企画提案書の提出者を選定するための評価基準 

 前項の参加資格の適合可否 

４ 受託候補者を選定するための評価基準 

（１） 企画提案書及び見積書の内容 

（２） ヒアリングでの対応 

５ 契約の交渉等 

  前項の評価基準により選定した候補者と、第１項の業務の契約の締結の交 

渉を行う。 

６ 応募手続等

 （１） 担当部局

  北九州市教育委員会事務局学力・体力向上推進室

  北九州市小倉北区大手町１番１号

  電話 ０９３－５８２－３４４５

（２） 説明書の交付場所、交付期間及び交付方法

 ア 交付場所 前号に同じ。 

なお、説明書は、北九州市教育委員会事務局学力・体力向上推進室の

ホームページにも掲載する。 

 イ 交付期間 この公告の日から令和２年７月３１日まで（日曜日、土曜

日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定す

る休日を除く。）の毎日午前８時３０分から正午まで及び午後１時から

午後５時１５分まで 

 ウ 交付方法 第１号の場所において無償で交付する。 
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なお、説明書の郵送又はＦＡＸによる入手申込みは、認めない。 

（３） 参加表明届の提出場所、提出期間及び提出方法

ア 提出場所 第１号に同じ。 

  イ 提出期間 この公告の日から令和２年７月３１日まで（日曜日、土曜

日及び国民の祝日に関する法律に規定する休日を除く。）の毎日午前８

時３０分から正午まで及び午後１時から午後５時１５分まで 

 ウ 提出方法 持参又はＦＡＸ（提出期限までに必着のこと。） 

（４） 企画提案書及び見積書の提出場所、提出期間及び提出方法 

ア 提出場所 第１号に同じ。 

 イ 提出期間 企画提案書の提出者として選定された通知を受けた日から

令和２年８月１２日まで（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律

に規定する休日を除く。）の毎日午前８時３０分から正午まで及び午後

１時から午後５時１５分まで 

 ウ 提出方法 持参又は郵送（郵送による場合は、書留郵便に限る。提出

期限までに必着のこと。） 

７ その他 

（１）  手続において使用する言語及び通貨 

 ア 言語 日本語 

 イ 通貨 日本国通貨 

（２）  契約書作成の要否 要 

（３） 関連情報を入手するための照会窓口 前項第１号に同じ。 

（４） 詳細は、説明書による。 
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